
［請求額内訳］ 

 

＜契約約款に基づく違約金＞ 

請求相手 件数 請求額 

月島テクノメンテサービス株式

会社 
２０件 208,047,449 円 

石垣メンテナンス株式会社 １０件 108,890,115 円 

計 ３０件 316,937,564 円 

 

＜損害賠償請求（違約金で回復されない損害について賠償請求）＞ 

 
※ 水ｉｎｇ株式会社以外の３社は、月島テクノメンテサービス株式会社、石垣メン

テナンス株式会社及び日本メンテナスエンジニヤリング株式会社 

※ 損害賠償請求金額 153,808,203 円については、事業者及び関わった職員の不真正

連帯債務となるが、まずは、実際に利益を得た事業者である水ｉｎｇ株式会社に対

して、その負担を求めていく。 

※ 請求額には、令和元年 12 月９日までの遅延利息を含む（支払日が同年 12 月 10 日

以降になった場合、その日までの遅延利息を別途請求する。）。 

 

＜請求の合計金額＞ 

 
※ 損害賠償請求の金額には、令和元年 12 月９日までの遅延利息を含む（支払日が同

年 12 月 10 日以降になった場合、その日までの遅延利息を別途請求する。）。 

※ 請求金額の考え方、根拠等については、別添資料を参照 

 

［参考：これまでの経過］ 

平成 30 年 10 月 30 日 公正取引委員会による立入調査 

平成 30 年 10 月 31 日 調査特別チーム設置 

平成 30 年 11 月 29 日 調査特別チームによる中間報告書公表 

令 和 元 年 ７ 月 11 日 
事業者に対する排除措置命令等 

都に対する改善措置要求等 

令和元年 11 月 27 日 調査特別チームによる最終報告書公表 

 

請求相手 件数 請求額 

水ｉｎｇ株式会社 外３社 ４件 153,808,203 円 

職員Ａ及び元職員Ｅ（関わった案

件のみ連帯債務として請求対象） 
各１件 82,315,482 円 

違約金 損害賠償請求 計 

316,937,564 円 153,808,203 円 470,745,767 円 

別紙 



入札談合等関与行為等防止法第４条第１項及び第２項に基づく損害の有無、賠償責任

の有無及び賠償額の調査結果について 

 

１  損害の有無について  

○  令和元年７月 11 日になされた公正取引委員会による排除措置

命令では、月島テクノメンテサービス株式会社、石垣メンテナン

ス株式会社、日本メンテナスエンジニヤリング株式会社及び水ｉ

ｎｇ株 式会社、の４社（ 以下「４事業者」 と総称する。）が、遅

くとも平成 26 年３月頃以降、東京都が希望制指名競争見積り合

わせの方法により発注する東村山浄水場、玉川浄水場、小作浄水

場、金町浄水場 、三郷浄水場、朝霞浄水場及び三園浄水場（以下

「７浄水場」と総称する 。）の排水処理施設運転管理作業委託（以

下「排 水処理作業委託」 という。）に関し 、受注価格の低落 防止

等を図るため、あらかじめ受注予定者を決定し、受注予定者が受

注できるようにしていたと認定された。  

○  また、公正取引委員会による調査と並行し、都においても、４

事業者への聞き取り調査を実施し、平成 26 年３月以降、７浄水

場の排水処理作業委託に関し、４事業者が入札談合を行っていた

ことを確認した。一方で、平成 26 年２月以前においては、公正

取引委員会が談合を認定していないこともあり、４事業者が入札

談合を行っていたとの事実を確認することができなかった。  

○  ４事業者による入札談合は、私的独占の禁止及び公正取引の確

保に関 する法律（以下「 独占禁止法」とい う。）第２条第６ 項に

規定する不当な取引制限に該当し、同法第３条の規定に違反する

ものであり、入札に関し市場による正常な競争が妨げられ、都に

損害が発生したことは明らかである。  

○  よって、平成 26 年度から平 成 30 年度までの東村山浄水場、玉

川浄水場、小作浄水場、三郷浄水場、朝霞浄水場及び三園浄水場

の排水処理作業委託において、損害が発生したと解することが相

当である  

○  なお、金町浄水場の排水処理作業委託については、後述する事

実により、平成 30 年度の契約においては、談合が行われていた

とは認められないため、平成 26 年度から平成 29 年度までの期

間で損害が発生したと解することが相当である。  

 

２  損害額とその算定方法  

○  入札談合に関する損害額について、実際の落札価格と談合がな

ければ存在したであろう落札価格（想定落札価格）との差により

算出するのが判例（東京高裁平成 23 年８月 30 日判決）の考え方

である。７浄水場の排水処理作業委託については、公正取引委員

会が入札談合を認定していない平成 26 年２月以前の契約に関し

ても、市場による正常な競争が行われていたかが必ずしも明らか

ではなく、想定落札価格算出の基礎とするのは妥当ではない。そ

こで、業務の内容や規模において類似する業務委託契約案件を相

当数抽出し、その平均値を採ることで想定落札率を設定し、想定

別添 



落 札 率 に よ っ て 算 出 し た 想 定 落 札 価 格 と 実 際 の 落 札 価 格 と の 差

により、損害額の算定を行った。これらを合計した都の損害額は

238,388,225 円となる。な お、入札談合が認められた事案の実際

の落札価格及び想定落札価格は下表のとおりである。   

 
 単 位 ： 円  

 
水 ing 

月 島  

テクノメンテサービス 

石 垣

メンテナンス 
合 計  

金町浄水場 
東村山浄水場 

外 3 件  

朝霞浄水場 

外 1 件  

予 定 価 格

[A] 
8 2 2 , 2 2 7 , 0 0 4 2,061,460,140 9 0 7 , 0 0 0 , 3 0 8 3 , 7 9 0 , 6 8 7 , 4 5 2 

想 定 落 札 率 

[B] 
75.6％  ----- 

想定落札金額[C] 

(＝ A×B) 
6 2 1 , 6 0 3 , 6 1 5 1,558,463,865 6 8 5 , 6 9 2 , 2 3 2 2 , 8 6 5 , 7 5 9 , 7 1 2 

都の支払金額

[D] 
7 5 4 , 1 9 7 , 7 9 4 1,456,493,832 7 5 7 , 7 7 5 , 3 3 0 2 , 9 6 8 , 4 6 6 , 9 5 6 

損 害 額 [E] 

(＝ D－ C) 
1 3 2 , 5 9 4 , 1 7 9 3 3 , 4 8 7 , 1 5 5 7 2 , 3 0 6 , 8 9 1 2 3 8 , 3 8 8 , 2 2 5 

遅延利息[F] 

(＝ E×利率 ) 
2 1 , 2 1 4 , 0 2 4 3 , 9 4 6 , 9 9 4 8 , 4 1 6 , 3 0 5 3 3 , 5 7 7 , 3 2 3 

合 計 [G] 

(＝ E＋ F) 
153,808, 203 3 7 , 4 3 4 , 1 4 9 8 0 , 7 2 3 , 1 9 6 2 7 1 , 9 6 5 , 5 4 8 

※ 遅 延 利 息 は 令 和 元 年 12 月 ９ 日 ま で で 算 定  

※ 金 町 浄 水 場 は 平 成 26 年 度 か ら 平 成 29 年 度 ま で の 契 約 が 対 象 。 そ れ 以

外 の 浄 水 場 は 平 成 26 年 度 か ら 平 成 30 年 度 ま で の 契 約 が 対 象  

※ 算 出 は 契 約 事 案 ご と に 行 う た め 、 表 内 の 計 算 式 の 結 果 と 一 致 し な い こ

と が あ る 。  

 

３  損害賠償責任について  

 

（１）事業者の損害賠償責任  

○  公 正 取 引 委 員 会 に よ る 排 除 措 置 命 令 及 び 課 徴 金 納 付 命 令 並

びに都による４事業者への調査の結果、 平成 26 年度から平成

29 年度までの４か年にわたり、７浄水場の排水処理作業委託に

おいて、４事業者が談合を行っていたことが認められる。  

○  平成 30 年度における東村山浄水場、玉川浄水場、小作浄水

場、三郷浄水場、朝霞浄水場及び三園浄水場の排水処理作業委

託 に 関 し て は 、 公 正 取 引 委 員 会 は 談 合 の 事 実 を 認 定 し て い る 。

一方、同年度の金町浄水場の排水処理作業委託に関しては、公

正取引委員会は談合があったか否か明らかにしていない 。  

○  平成 30 年度の金町浄水場排水処理委託については、以下の

理由から、談合が行われていたとは認められない。  

 ・水ｉｎｇ株式会社は、 平成 30 年度の７浄水場の排水処理作



業委託契約に係る見積り合わせ実施日前 までに、公正取引委

員会に対し、都の浄水場の排水処理作業委託に関して、自ら

行った違反行為等について、独占禁止法第７条の２第１０項

に基づく課徴金減免申請を 行っている。  

 ・水ｉｎｇ株式会社は平成 30 年度の金町浄水場の排水処理作

業委託において、当該作業委託契約に係る見積り合わせ実施

日前までに、見積価格の調整を行わないと他の３社に表明し

ており、実際に行っていない（水ｉｎｇ株式会社だけでなく 、

他の３社からも同様の事実を確認 ）。  

・平成 30 年度は、金町浄水場以外の東村山浄水場、玉川浄水  

場、小作浄水場、三郷浄水場、朝霞浄水場及び三園浄水場の  

排水処理作業委託に関しては、水ｉｎｇ株式会社を除く事業  

者間で談合が行われていた（水ｉｎｇ株式会社を除く３社か  

ら同様の事実を確認 ）。  

○  このため、金町浄水場以外の東村山浄水場、玉川浄水場、小

作浄水場、三郷浄水場、朝霞浄水場及び三園浄水場の排水処理

作業委託については、平成 26 年度から平成 30 年度までの期間

で談合による損害が発生したと認められ、事業者に損害賠償責

任があると考えられる。一方で、金町浄水場の排水処理 作業委

託については、平成 26 年度から平成 29 年度までの期間で損害

が発生したと認められ 、事業者に損害賠償責任があると考えら

れる。  

○  これらの行為は、独占禁止法第２条第６項に規定する不当な

取引制限に該当し、同法第３条の規定に違反する違法なもので

ある。事業者の違法行為により、都に損害が発生したことは明

ら か で あ り 、 事 業 者 は 入 札 談 合 に よ り 都 に 与 え た 損 害 計

238,388,225 円 （ 水 ｉ ｎ ｇ 株 式 会 社 は 平 成 30 年 度 分 を 除 く

207,484,453 円）を賠償する責任を負うと解するのが相当であ

る。  

○  なお、入札談合は民法第 719 条に規定する共同不法行為であ

り、４事業者は損害額について、連帯して債務を負うこととな

る。  

 

（２）職員の損害賠償責任  

 ア  職員Ａ  

   都による調査の結果、職員Ａは、金町浄水場の排水処理作業

委託に関し、平成 22 年度から平成 25 年度まで４年間、毎年

度、受託事業者の現場責任者に対し、排水処理作業委託契約に

係る見積り合わせ実施日前までに、非公表の設計金額に関する

情報を漏えいしたことが認められた。このうち、４事業者が入

札談合を行ったと認められる平成 26 年度契約に係る情報漏え

い（平成 25 年度の行為）については、公正取引委員会から入

札 談 合 等 関 与 行 為 の 排 除 及 び 防 止 並 び に 職 員 に よ る 入 札 等 の

公正を害すべき行為の処罰に関する法律（以下「入札談合等関

与行為 防止法」という。）第２ 条第５項に 規定する入札談合 等



関与行為に該当すると認定されており、この行為は、事業者の

談合を 容易ならしめる違 法なものである。 以上を踏まえると 、

職員Ａは、４事業者が入札談合を行ったと認められる期間にお

いて情報漏えいを行った契約案件（平成 26 年度契約）に係る

損害について、事業者らと連帯して賠償する責を負うと解する

のが相当である。  

 

イ  元職員Ｄ  

   都による調査の結果、元職員Ｄは、平成 25 年度末、当時の

上 司 で あ る 職 員 Ａ が 金 町 浄 水 場 の 排 水 処 理 作 業 委 託 の 受 託 事

業者の現場責任者に対し、見積り合わせ実施日前に非公表の設

計 金 額 に 関 す る 情 報 を 漏 え い し た 場 に 同 席 し た に も か か わ ら

ず、それを止めることなく、上司に報告もしなかったことが認

められた。この行為は入札談合等関与行為防止法上の問題を生

じさせるおそれがあるものの、実際に事業者に情報漏えいを行

ったわけではなく、事業者間の談合を容易にする行為そのもの

とは認められない。また、今回の公正取引委員会による改善措

置要求及び要請においても、この行為は入札談合等関与行為と

は認定されていない。以上のことから、元職員Ｄに損害賠償責

任は認められない。  

   

ウ  元職員Ｅ  

   都による調査の結果、元職員Ｅは、金町浄水場の排水処理作

業委託に関し、平成 26 年度末、翌年度の契約に係る見積り合

わせにおいて、受託事業者の営業担当者に対し、見積書の提出

締 切 日 前 ま で に 、 非 公 表 の 予 定 単 価 に 関 す る 情 報 を 漏 え い し

ていたことが認められた。この行為は、入札談合等関与行為防

止 法 第 ２ 条 第 ５ 項 に 規 定 す る 入 札 談 合 等 関 与 行 為 に 該 当 す る

と 公 正 取 引 委 員 会 か ら 認 定 さ れ て お り 、 事 業 者 の 談 合 を 容 易

ならしめる違法なものである。このため、情報漏えいを行った

契約案件（平 成 27 年度契約）に係る損害について、元職員Ｅ

は 事 業 者 ら と 連 帯 し て 賠 償 す る 責 を 負 う と 解 す る の が 相 当 で

ある。  

なお、元 職員Ｅは、三郷浄 水場の排水処理作業委託に関して

も 、 非 公 表 の 予 定 単 価 に 関 す る 情 報 を 漏 え い し て い た こ と が

認 め ら れ た も の の 、 ４ 事 業 者 が 入 札 談 合 を 行 っ た と 認 め ら れ

る 期 間 の 範 囲 外 で あ る た め 、 三 郷 浄 水 場 の 契 約 案 件 に つ い て

は、元職員Ｅに損害賠償責任は認められない。  

   

エ  職員Ｂ  

  都による調査の結果、職員Ｂは、朝霞 浄水場の排水処理作業

委託に関し、平成 23 年度、平成 24 年度及び平 成 26 年度の３

か年にわたり、受託事業者の営業担当者に対し、排水処理委託

契 約 に 係 る 見 積 り 合 わ せ の 見 積 書 の 提 出 締 切 日 前 ま で に 、 非

公 表 の 設 計 金 額 に 関 す る 情 報 を 漏 え い し た こ と が 認 め ら れ た 。



このうち、４事業者が入札談合を行ったと認められる 平成 27

年度契約に係る情報漏えい（平成 26 年度の行為 ）については、

公 正 取 引 委 員 会 か ら 入 札 談 合 等 関 与 行 為 防 止 法 第 ２ 条 第 ５ 項

に 規 定 す る 入 札 談 合 等 関 与 行 為 に 該 当 す る と 認 定 さ れ て お り 、

こ の 行 為 は 、 事 業 者 の 談 合 を 容 易 な ら し め る 違 法 な も の で あ

る。以上を踏まえると、職員Ｂは 、４事業者が入札談合を行っ

た と 認 め ら れ る 期 間 に お い て 情 報 漏 え い を 行 っ た 契 約 案 件

（平成 27 年度契約）に係る損害について、事業者らと連帯し

て賠償する責を負うと解するのが相当である。  

  

 オ  職員Ｃ  

都による調査の結果、職員 Ｃは、三園浄水場の排水処理作業

委 託 に 関 し 、 非 公 表 の 設 計 金 額 に 関 す る 情 報 を 漏 え い し た こ

と が 認 め ら れ た も の の 、 ４ 事 業 者 が 入 札 談 合 を 行 っ た と 認 め

ら れ る 期 間 の 範 囲 外 で あ る た め 、 職 員 Ｃ に 損 害 賠 償 責 任 は 認

められない。  

 

 

４  損害賠償の請求先  

 

○  浄水場の排水処理作業委託に係る業務委託契約書（単価）契約

約款第 22 条では、受託者は、排除措置命令（排除措置命令がな

されなかった場合には課徴金納付命令）が確定したときに契約単

価に受託者の既履行部分を乗じて得た金額の 100 分の 10 に相当

する額（平成 29 年 10 月以降に公告等を行った案件は 100 分の

30）を支払わなければならない旨定められている。このため、本

条に基づく違約金として、都は、月島テクノメンテサービス株式

会社に対し 208,047,449 円を、石垣メンテナンス株式会社に対し

108,890,115 円を請求する 。これにより、こ の２社が落札した東

村山浄水場、玉川浄水場、小作浄水場、三郷浄水場 、朝霞浄水場

及び三園浄水場の排水処理作業委託については、いずれの案件も

損害額を違約金の金額が上回ることから、この違約金の支払をも

って損害は回復されることとなる。  

○  一方で、金町浄水場の排水処理作業委託を落札した水ｉｎｇ株

式会社は、排除措置命令及び課徴金納付命令がなされていないこ

とから、業務委託契約書（単価）契約約款第 22 条に基づく違約

金を請求することができない。このため、金町浄水場の排水処理

作業委託に関する損害額 132,594,179 円が残ることとなる。  

○  残る損害額については、入札談合が共同不法行為であることか

ら、事業者並びに関与した職員及び元職員の不真正連帯債務とな

る 。 よ っ て 、 ４ 事 業 者 に 対 し て は 132,594,179 円 に 遅 延 利 息

21,214,024 円を加えた 153,808,203 円が請求対象となり、金町

浄 水 場 の 排 水 処 理 作 業 委 託 に 関 し て 賠 償 責 任 を 負 う 職 員 Ａ 及 び

元職員Ｅに対しては、入札談合等関与行為を行った契約案件によ

って生じた損害を限度とした金額がそれぞれ請求対象となる。  



○  なお、損害 賠償請 求を行う 153,808,203 円について は、まず

は、実 際に利益を得た事 業者である水ｉｎ ｇ株式会社に対し て、

その負担を求めていく。  

 

 


